
 

 

われるけれどもはっきりし

なかったりするような場合

は対処が難しいものです。 

疾患としての確定的な判

断は、医師による診断を待つ

より他ありません。社員本人

の快復のためになる医師を

探すのは難しいと言います

が、社員の状態を的確に判断

してくれる、時には社員の嘘

を見抜いてくれる会社側の

医師・産業医を探すのはさら

に大変です。 

◆産業医の照会サービス 

そうした悩みを持つ会社

のために、うつ病の予防、休

職・復職の判定などができる

医師・産業医を紹介してくれ

るサービスがあるそうです。 

精神科や心療内科を専門

とする産業医は少ないのが

現状ですが、こうしたサービ

スを利用することで、会社が

依頼している産業医やかか

りつけ医が精神疾患等の診

断に精通していないような

場合でも、会社として適切な

対応をすることが可能にな

るかもしれません。 

 

◆日頃の労務管理が重要 

ただ、忘れてはならないの

は、メンタルヘルス不調社員

や休職者への対応について

は、休職・復職時の対応も重

要ですが、そうした状態に陥

らせないための日頃の労働

時間管理・職場環境の改善が

さらに重要だということで

す。それは、会社にとっての

リスクやコストを考えた場

合にも、結果的には効果のあ

る方法です。 

 

“就業者減少時代”に

おける雇用拡大対策 
 

◆2030 年の就業者は今より

も 850万人減少 

厚生労働省は、経済の低成

長が続いて雇用政策が進ま

なかった場合、2030 年の就

業者数は 2010 年時点より約

850万人少ない約 5,450万人

になるとの推計結果をまと

めました。 

少子高齢化により現役世

代である 15～64 歳の人口が

減るためですが、経済成長率

を維持し、女性や高齢者の就

労支援が進んだ場合には、減

少数は約 210 万人程度に抑

えられるとしています。 

労働力人口が大幅に減少

することに対して、今後の対

策が急務となっています。 

◆製造業は減少、医療・福祉

は増加 

産業別にみると、2030 年

における「製造業」の就業者

数は、経済の成長や政策がう

まくいく楽観シナリオでも

70万人程度減る見込みです。 

一方、「医療・福祉」の分野

は 300万人以上増え、それぞ

れの就業者数は 1,000 万人弱

でほぼ並びます。 

他に就業者数が伸びる業種

は、「情報通信業」と「サービ

ス業」だけとなっています。 

 

◆若年層の支援が急務 

大学の定員増加や少子化に

より大学進学率が上昇する一

方、卒業時に就職も進学もし

ていない若者が増えているよ

うです。 

20～34 歳の就業率は 2010

年で 73％台にとどまってお

り、政府は若者と中小企業を

結びつけることで若年層の就

業者数を増やすことが急務だ

としています。 

 

◆雇用を「まもる」から「つ

くる」へ 

同省がとりまとめた報告書

では、雇用を「まもる」から

「つくる」、「そだてる」、「つ

なぐ」に軸足を移すことが重

要だと指摘しました。 

安定した経済成長を続ける

には、一部の産業への依存を

やめ、様々な分野において人

材を育てる訓練制度や育成支

援を行うことで、労働者の生

産性を高める工夫が必要だと

言えるでしょう。 

 

 

 

 

 

 

習会・見学会の開催など、

様々な取組みが展開されま

す。 

◆健康保険組合への優遇策 

生活習慣病の予防を目的

に実施されているメタボ健

診や保健指導についても動

きがあります。厚生労働省

は、2013 年度から、これら

の健診・指導の受診率（実施

率）に応じて、健康保険組合

の財政負担（後期高齢者医療

制度に払う支援金）を増減す

る施策を導入するようです。

健康保険組合から受診の働

きかけが強まるかもしれま

せん。 

会社の安全配慮義務にも

つながりますので、健康診断

の重要性を従業員に説明し、

確実に受診するよう指導す

る必要があります。 

 

◆是正指導・勧告の対象にも 

過重労働による健康障害

やメンタルヘルス不調とい

った健康問題に関連して、労

働基準監督署による是正指

導・勧告も頻繁に行われてい

ます。 

今年の全国労働衛生週間に

合わせて、従業員の健康管

理・安全管理について見直し

てみてはいかがでしょうか。 

うつ病治療に初の指

針、産業医は適切な

判断をしてくれます

か？ 
 

◆うつ病治療に初の指針（ガ

イドライン） 

精神疾患による労災申

請・認定件数が過去最高とな

るなど、うつ病を主とする精

神疾患は労務管理上の今日

的課題の１つとなっていま

すが、このほど、日本うつ病

学会では、医師向けのうつ病

治療に関するガイドライン

をまとめました。 

うつ病の診断・治療につい

て、医師の間でも安易な薬物

治療や誤診などが問題とな

っているようです。 

◆「新型うつ病」は対象外 

ただ、今回のガイドライン

では、いわゆる「新型うつ病」

は対象外とされています。新

型うつ病については、精神医

学的に深く考察された用語

ではなく、医学的知見の明確

な裏打ちがないというのが

理由だそうです。 

会社としては、うつ病だと

思われても他の疾患（躁うつ

病、不安障害、発達障害など）

であったり、新型うつ病と思

従業員の「健康管理・

安全管理」が注目され

ています 
 

◆従業員の健康問題＝会社

のリスク 

運転手のてんかんや睡眠

時無呼吸症候群による重大

事故、熱中症の増加、職場で

使用する有害物が原因とみ

られる胆管がんなどのニュ

ースが報道されています。 

これらは「従業員の健康管

理・安全管理」という観点か

らも、「会社のリスク管理」

という観点からも非常に重

要なことでしょう。 

◆10 月に「全国労働衛生週

間」を実施 

厚生労働省が実施する「全

国労働衛生週間」は、労働衛

生に関する国民の意識を高

めるとともに、職場での労働

者の健康管理や職場環境の

改善などの活動を促し労働

者の健康を確保することな

どを目的として、1950 年か

ら毎年実施されています。 

毎年 10 月１日～７日まで

が本週間、９月１日～30 日

までが準備期間とされ、各職

場での職場巡視やスローガ

ン掲示、労働衛生に関する講
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